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現場代理人の現場常駐義務の緩和について（通知） 

 

 現場代理人の現場常駐義務の緩和については、平成 27 年 3 月 20 日付け土総第 1038 号により通

知しているところですが、平成 28 年 6 月 1 日に建設業法施行令の一部を改正する政令が施行され

技術者の専任要件が緩和されたことに伴い、緩和要件を改正することとしましたので、下記により

適切な運用をお願いします。 

なお、本通知により平成 27 年 3 月 20 日付け土総第 1038 号は廃止します。 

記 

 

１．緩和する措置の内容 

次の要件を全て満たし、発注者が工事現場の運営取締り等に支障がないと認めた場合、一の現場

代理人が２件の建設工事を兼務することができるものとする。 

（１）兼務する建設工事の契約金額が共に 3,500 万円未満（建築一式工事にあっては 7,000 万円未

満）であること。 

（２）兼務する建設工事は島根県の同一機関が発注又は監督する工事に限るものとし、かつ工事現

場間の移動距離が 10 ㎞程度までであること。 

（３）発注者又は監督員と常時携帯電話で連絡が取れる状況にあり、発注者等が求めた場合は、工

事現場に速やかに向かう等の対応が可能なこと。 

  

２．兼務の承認手続き 

現場代理人の兼務を承認するまでの流れは以下のとおり。 

（１）発注者は入札公告又は指名通知の際、設計図書に別記「現場代理人の兼務に係る特記仕様書」



を添付して PPI に掲載する。 

（２）発注者は様式１による受注者の申請に基づき、当該申請に係る各工事現場の契約金額、移動

距離、施工形態等を総合的に勘案して、現場代理人の兼務について承認の適否を決定するもの

とする。 

（３）発注者は現場代理人の兼務について承認する場合には様式２により、また承認しない場合に

は様式３により、速やかに受注者に通知するものとする。 

 

３．緩和措置の適用に当たっての留意事項等 

 緩和措置の適用に当たっては以下の点に留意することとする。 

（１）兼務の承認に当たっては事前に関係者間で協議・調整を行い、確認事項を書面で残しておく

こと。 

（２）工事現場の運営、取締り等に支障をきたした場合又はその他発注者が必要と認める場合には

兼務を取り消す場合があることを、事前に業者に伝えること。 

（３）道路維持管理一括業務等の建設業者に対して発注する委託については、以下の要件を満たす

と発注者が判断する場合に限り、建設工事の現場代理人が道路維持管理一括業務等の現場責任

者と合わせて２件まで兼務することができるものとする。 
  ①建設工事の契約金額が 3,500 万円未満（建築一式工事にあっては 7,000 万円未満）で、兼務

する道路維持管理一括業務等の当初契約金額が 3,500 万円未満であること。 
②兼務する建設工事と道路維持管理一括業務等は島根県の同一機関が発注又は監督するものに

限り、かつ工事現場が道路維持管理一括業務等の委託範囲内であること。 

③発注者又は監督員と常時携帯電話で連絡が取れる状況にあり、発注者等が求めた場合は、工

事現場に速やかに向かう等の対応が可能なこと。 

 

４．適用日 

 平成２９年１１月１日以降に入札公告又は指名通知する工事から適用する。 

 なお、１１月１日以前に契約した工事については、発注者の判断とする。 

 

 


